
【 別 紙 】

森林環境税に係る税収規模の状況について【平成26年度決算】 H27.11.11滋賀県税政課作成

税　　目 標準税率との比較
森林環境税

徴収額
住民税均等割
徴収額(超過含)

住民税均等割
徴収額(環境税除)

人工林面積・割合 導入時期
直近の

条例改正年月
基金の設置の有無

個人道府県民税
（均等割）

一律1,000円増し 632百万円
1,525百万円
（決算見込額）

893百万円 495

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の10％増し 147百万円
1,615百万円
（決算見込額）

1,468百万円 42%

個人道府県民税
（均等割）

一律1,200円増し 1,297百万円 3,026百万円 1,729百万円 200

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の10％増し 345百万円 3,838百万円 3,493百万円 48%

個人道府県民税
（均等割）

一律800円増し 358百万円 1,041百万円 683百万円 412

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の8％増し 86百万円 1,164百万円 1,078百万円 49%

個人道府県民税
（均等割）

一律1,000円増し 543百万円 1,321百万円 778百万円 186

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の10％増し 119百万円 1,288百万円 1,169百万円 28%

個人道府県民税
（均等割）

一律1,000円増し 905百万円 2,175百万円 1,270百万円 343

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の10％増し 210百万円 2,291百万円 2,081百万円 35%

個人道府県民税
（均等割）

一律1,000円増し 112

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の10％増し 60%

個人道府県民税
（均等割）

一律700円増し 693百万円
67,516百万円

（均等割+所得割）
156

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の７％増し 164百万円 2,505百万円 2,341百万円 45%

個人道府県民税
（均等割）

一律700円増し 607百万円 62,937百万円
（県民税全体の収入額）

178

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の７％増し 100百万円 15,629百万円
（県民税全体の収入額）

42%

個人道府県民税
（均等割）

一律300円増し 36

個人道府県民税
（所得割）

標準税率に0.025％上乗せ
（4.025％）

38%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 277百万円 1,090百万円 813百万円 53

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し
（H24.4～100億超：10％、50億
超：7.5％）

90百万円 1,469百万円 1,379百万円 19%

やまがた緑環境税基金条例

秋田県水と緑の森づくり基金条例

環境創造基金条例

いわての森林づくり基金条例

富山県水と緑の森づくり基金
（富山県森づくり条例第５章）

神奈川県水源環境保全・再生基金条例

ぐんま緑の県民基金条例

とちぎの元気な森づくり県民税条例

茨城県森林湖沼環境基金

福島県森林環境基金条例

14 神奈川県 平成19年4月

16 富山県 平成19年4月

9 栃木県 平成20年4月

10 群馬県 平成26年4月

7 福島県 平成18年4月

8 茨城県 平成20年4月

5 秋田県 平成20年4月

6 山形県 平成19年4月

都道府県名

3 岩手県 平成18年4月

4 宮城県 平成23年4月

平成22年12月

平成27年9月

※おおむね５
年毎に検討

平成23年12月

平成22年12月

平成24年12月

※10年間で導
入

未到来

平成23年10月

平成23年9月

上段：面積（千ha）
下段：割合
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森林環境税に係る税収規模の状況について【平成26年度決算】 H27.11.11滋賀県税政課作成

税　　目 標準税率との比較
森林環境税

徴収額
住民税均等割
徴収額(超過含)

住民税均等割
徴収額(環境税除)

人工林面積・割合 導入時期
直近の

条例改正年月
基金の設置の有無都道府県名

上段：面積（千ha）
下段：割合

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 284百万円 1,154百万円 870百万円 102

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 88百万円 1,850百万円 1,762百万円 36%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 213百万円 863百万円 650百万円 153

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 59百万円 1,242百万円 1,183百万円 44%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 541百万円 2,156百万円 1,615百万円 445

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 126百万円 2,635百万円 2,509百万円 42%

個人道府県民税
（均等割）

一律1,000円増し 996百万円 2,535百万円 1,539百万円 385

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の10％増し 198百万円 2,193百万円 1,995百万円 45%

個人道府県民税
（均等割）

一律400円増し 794百万円 3,552百万円 2,758百万円 283

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 192百万円 4,056百万円 3,864百万円 56%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 1,845百万円 7,346百万円 5,501百万円 141

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 378百万円 7,949百万円 7,571百万円 64%

個人道府県民税
（均等割）

一律1,000円増し 776百万円 割ごとに算出していない 230

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の10％増し 39百万円 割ごとに算出していない 62%

個人道府県民税
（均等割）

一律800円増し 536百万円 1,514百万円 978百万円 85

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の11％増し 160百万円 1,631百万円 1,471百万円 42%

個人道府県民税
（均等割）

一律800円増し 2,000百万円 5,823百万円 3,823百万円 240

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の10％増し 441百万円 4,825百万円 4,384百万円 43%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 308百万円 1,162百万円 854百万円 173

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 55百万円 1,153百万円 1,098百万円 61%
奈良県森林環境保全基金条例

 県民緑基金（県民緑税条例第５条）

あいち森と緑づくり基金条例

静岡県森の力再生基金条例

清流の国ぎふ森林・環境基金条例

長野県森林づくり県民税基金
（資金積立基金条例）

山梨県森林環境保全基金条例

いしかわ森林環境基金条例

琵琶湖森林づくり基金条例

みえ森と緑の県民税基金条例

28 兵庫県 平成18年4月

29 奈良県 平成18年4月

24 三重県 平成26年4月

25 滋賀県 平成18年4月

22 静岡県 平成18年4月

23 愛知県 平成21年4月

20 長野県 平成20年4月

21 岐阜県 平成24年4月

17 石川県 平成19年4月

19 山梨県 平成24年4月

平成23年12月

未到来

平成24年10月

未到来

平成22年12月

平成25年10月

未到来

平成22年12月

平成27年10月

平成23年2月
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森林環境税に係る税収規模の状況について【平成26年度決算】 H27.11.11滋賀県税政課作成

税　　目 標準税率との比較
森林環境税

徴収額
住民税均等割
徴収額(超過含)

住民税均等割
徴収額(環境税除)

人工林面積・割合 導入時期
直近の

条例改正年月
基金の設置の有無都道府県名

上段：面積（千ha）
下段：割合

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 217百万円 856百万円 639百万円 219

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 53百万円 1,115百万円 1,062百万円 60%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 141百万円
14,940百万円

（均等割+所得割）
140

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 36百万円 2,362百万円
（均等割+法人税割）

54%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 168百万円 656百万円 488百万円 206

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 40百万円 840百万円 800百万円 39%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 455百万円 1,791百万円 1,336百万円 201

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 114百万円 2,394百万円 2,280百万円 41%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 644百万円 2,692百万円 2,048百万円 201

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 176百万円 3,705百万円 3,529百万円 33%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 332百万円 1,328百万円 996百万円 196

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 71百万円 1,492百万円 1,421百万円 45%

個人道府県民税
（均等割）

一律700円増し 434百万円 1,313百万円 879百万円 246

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の7％増し 107百万円 1,637百万円 1,530百万円 61%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 163百万円 658百万円 495百万円 390

法人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 7百万円 810百万円 803百万円 65%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 1,093百万円 4,416百万円 3,323百万円 142

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 268百万円 5,620百万円 5,352百万円 64%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 194百万円 781百万円 587百万円 74

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 42百万円 943百万円 901百万円 66%

福岡県森林環境税基金条例

 佐賀県森林環境税基金条例

鳥取県基金条例

紀の国森づくり基金条例

高知県森林環境保全基金条例

愛媛県森林環境保全基金条例

基金なし。（予算配分時に留意）

ひろしまの森づくり基金条例

岡山県おかやま森づくり県民基金条例

島根県水と緑の森づくり基金条例

40 福岡県 平成20年4月

41 佐賀県 平成20年4月

38 愛媛県 平成17年4月

39 高知県 平成15年4月

34 広島県 平成19年4月

35 山口県 平成17年4月

32 島根県 平成17年4月

33 岡山県 平成16年4月

30 和歌山県 平成19年4月

31 鳥取県 平成17年4月

平成24年12月

平成23年12月

平成24年9月

平成26年12月

平成26年3月

平成24年3月

平成27年3月

平成26年12月

平成24年12月

※施行後10年
を目途に検討
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森林環境税に係る税収規模の状況について【平成26年度決算】 H27.11.11滋賀県税政課作成

税　　目 標準税率との比較
森林環境税

徴収額
住民税均等割
徴収額(超過含)

住民税均等割
徴収額(環境税除)

人工林面積・割合 導入時期
直近の

条例改正年月
基金の設置の有無都道府県名

上段：面積（千ha）
下段：割合

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 313百万円 1,225百万円 912百万円 105

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 63百万円 1,324百万円 1,261百万円 43%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 399百万円 1,553百万円 1,154百万円 281

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 91百万円 1,919百万円 1,828百万円 60%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 254百万円 1,003百万円 749百万円 237

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 67百万円 1,413百万円 1,346百万円 52%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 244百万円 972百万円 728百万円 351

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 56百万円 1,186百万円 1,130百万円 59%

個人道府県民税
（均等割）

一律500円増し 351百万円 1,405百万円 1,054百万円 294

法人道府県民税
（均等割）

標準税率の5％増し 81百万円 1,706百万円 1,625百万円 50%
基金なし。（予算配分時に留意）

宮崎県森林環境税基金条例

大分県森林環境保全基金条例

熊本県水とみどりの森づくり基金条例

ながさき森林環境基金条例

46 鹿児島県 平成17年4月

44 大分県 平成18年4月

45 宮崎県 平成18年4月

42 長崎県 平成19年4月

43 熊本県 平成17年4月

平成24年3月

平成27年3月

平成22年12月

平成22年11月

平成26年12月
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